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入 札 説 明 書

国立療養所栗生楽泉園不自由者棟改修整備その他工事に係る入札公告（建設工事）に

基づく一般競争入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によ

るものとする。

１ 公告日 平成25年8月２6日

２ 契約担当官等

支出負担行為担当官 国立療養所栗生楽泉園事務部長 石川 武志

３ 工事概要

（１）工 事 名 国立療養所栗生楽泉園不自由者棟改修整備その他工事

（２）工事場所 群馬県吾妻郡草津町大字草津乙647番地

（３）工事内容 不自由者棟の改修整備工事（改修面積376㎡）

道路融雪整備工事

屋上防水等改修整備工事

職員宿舎等改修整備工事（改修面積298㎡）

（４）工 期 契約締結日の翌日から平成26年３月２８日まで

（５）工事種目 建築一式

（６）本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年法律第

１０４号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務

付けられた工事である。

（７）本工事は、簡易な施工計画等の提案を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的

に評価して落札者を決定する総合評価落札方式（簡易型）の工事である。

（８）本工事は、提出資料、入札等を電子入札システムで行う。ただし、以下の点に留

意すること。

① 当初より、電子入札により難いものは、発注者の承諾を得て紙入札方式に代え

るものとする。

② 電子入札システムによる手続きに入った後に、紙入札方式への途中変更は原則

として認めないものとするが、応札者側にやむを得ない事情があり、全体入札手

続きに影響がないと発注者が認めた場合に限り、例外的に認めるものとする。

③ 以下、本説明において、これまでの紙入札方式による場合の記述部分は、全て

上記の発注者の承諾を前提として行われるものとする。

４ 競争参加資格

（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条及び第７１条の規定に該

当しない者であること。

（２）厚生労働省（関東・甲信越ブロック）における「建築一式」「Ａ、B又はC等級」の

一般競争参加資格の認定を受けていること。（会社更生法（平成１４年法律第１５４

号）に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者又は、民事再生法（平成１

１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立てがなされている者について



- 2 -

は、手続き開始の決定後、関東・甲信越ブロックの一般競争参加資格の再認定を受

けていること。）

（３）会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者、又は民事再生法

に基づき再生手続き開始の申立てをした者（上記（２）の再認定を受けた者を除く。）

でないこと。

（４）平成10年度以降に、元請として完成・引渡しが完了した下記の要件を満たす同種

工事の施工実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２０

％以上の場合のものに限る。また、施工実績は施工中のものを除く。）

なお、当該施工実績が厚生労働省及び他省庁が発注した工事のうち５００万円を

超える請負工事に係る施工実績にあっては、「工事成績評定表」の評定点合計が６５

点未満のものを除くこと。

① 建物用途 病院又は宿泊施設を有する福祉施設

② 建物構造 延べ面積200㎡以上の新築、増築、又は改修の経験を有するものであ

ること。

③ 工事種目 建築一式

（５）次に示す①に対する簡易な施工計画等の技術的所見が適正であること。

① 安全管理（資機材搬入など）に対する技術的所見

（６）次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に専任で配置でき

ること。

① １級建築施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。なお、

「これと同等以上の資格を有する者」とは、１級建築士の免許を有する者又は国

土交通大臣若しくは建設大臣が１級建築施工管理技士と同等以上の能力を有する

と認定した者である。

②（４）に掲げる完成した工事の経験を有する者であること（品質証明員としての

経験は除く。）。（共同企業体の構成員としての経験は、出資比率が２０％以上の

場合に限る。）ただし、経常建設共同企業体にあっては、１社の主任技術者又は監

理技術者が上記の工事経験を有していればよい。

なお、当該経験が厚生労働省及び他省庁が発注した工事のうち５００万円を超

える請負工事にあっては、「工事成績評定表」の評定点合計が６５点未満のものを

除くこと。

③ 監理技術者にあっては、直接的かつ恒常的な雇用関係が技術資料受付日以前に

３ヶ月以上あること。

④ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す

る者又はこれに準ずる者であること。なお、「これに準ずる者」とは、以下の者を

いう。

・平成１６年２月２９日以前に交付を受けた監理技術者資格者証を有する者。

・平成１６年２月２９日以前に監理技術者講習を受けた者であって、平成１６年

３月１日以後に監理技術者資格者証の交付を受けた者である場合には、監理技術

者資格者証及び指定講習受講修了証を有する者。

（７）競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資格確認資料（以
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下「資料」という。）の提出期限の日から開札の時までの期間に、厚生労働省医政局

国立病院課長から工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（平成２１年４月１日

医政医療発第０４０１０３２号）に基づく指名停止を受けていないこと。

（８）３（１）に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは

人事面において関連がある建設業者でないこと。

（９）入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこ

と（基準に該当する者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除

く。）。

① 資本関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が

更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。

（イ）親会社と子会社の関係にある場合

（ロ）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

② 人的関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、（イ）については、会社の一

方が更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。

（イ）一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合

（ロ）一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合

③ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

その他上記①又は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる

場合。

（10）群馬県、埼玉県、長野県、新潟県、栃木県内に建築工事に係る許可を受けた本店、

支店その他の営業所が所在すること。

（11）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも

のとして、厚生労働省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している

者でないこと。

(12)次の事項に該当する者は、競争に参加できない。

（ア）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者。

（イ）経営の状況又は信用度が極度に悪化している者。

５ 設計業務の受託者等

（１）４（８）の「３（１）に示した工事に係る設計業務等の受託者」とは、次に掲げ

る者である。

東京都中央区新川一丁目２番１２号

（株）山下テクノス

（２）４（８）の「当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者」と

は､次の①又は②に該当する者である。

① 当該受託者の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその

出資の総額の１００分の５０を超える出資をしている建設業者。

② 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねてい
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る場合における当該建設業者。

６ 担当部局

〒377-1711（住所）群馬県吾妻郡草津町大字草津乙647番地

国立療養所栗生楽泉園

会計課施設管理係

電 話：０２７９－８８－３０３０（内線２２５）

７ 競争参加資格の確認等

（１）本競争の参加希望者は、４に掲げる競争参加資格を有することを証明するため、

次に従い、申請書、資料を提出し、支出負担行為担当官から競争参加資格の有無に

ついて確認を受けなければならない。また、技術提案書（以下「提案書」という。）

についても次に従い、提出すること。

４（２）の認定を受けていない者も次に従い申請書、資料及び提案書を提出する

ことができる。この場合において、４（１）及び（３）から（10）までに掲げる事

項を満たしているときは、開札の時において、４（２）に掲げる事項を満たしてい

ることを条件として競争参加資格があることを確認するものとする。当該確認を受

けた者が競争に参加するためには、開札の時において４（２）に掲げる事項を満た

していなければならない。

なお、期限までに申請書、資料及び提案書を提出しない者並びに競争参加資格が

ないと認められた者は、本競争に参加することができない。

① 提出期間：電子入札により提出する場合は、平成25年8月27日（火）から平成25

年9月9日（月）までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時から１７時まで。

但し、持参の場合は平成25年8月27日（火）から平成25年9月9日（月）までの土曜

日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時から１７時まで。

② 提出場所：上記６に同じ。

③ 提出方法：申請書、資料及び提案書の提出は、電子入札システムにより受付を

行う。但し、持参の場合は②の場所に提出。郵送又は電送（ファクシミリ）によ

るものは受け付けない。

④ ファイル形式：電子入札システムによる提出資料のファイル形式については、

以下のいずれかの形式にて作成すること。

・一太郎2006以上

・Microsoft Word 2003以上

・Microsoft Excel2003以上

・その他のアプリケーション

・PDFファイル Adobe Acrobat6以上

・画像フャイル JPG形式又はＧＩＦ形式

・ファイル圧縮形式 LZH形式又はZIP形式

（２）申請書は、別記様式１により作成すること。

（３）資料は、次に従い作成すること。

なお、①の同種の工事の施工実績及び②の配置予定の技術者の同種の工事の経験

については、平成１０年度以降に、工事が完成し、引き渡しが済んでいるものに限



- 5 -

り記載すること。

① 施工実績

４（４）に掲げる資格があることを判断できる同種の工事の施工実績を別記様

式２に記載すること。記載する同種の工事の施工実績の件数は１件でよい。

② 配置予定の技術者

４（６）に掲げる資格があることを判断できる配置予定の技術者の資格、同種

の工事の経験及び申請時における他仕事の従事状況等を別記様式３に記載するこ

と。記載する同種の工事の経験の件数は１件でよい。なお、配置予定の技術者と

して複数の候補技術者の資格、同種の工事の経験及び申請時における他工事の従

事状況等を記載することもできる。

また、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の技術者とする場合におい

て、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができなく

なったときは、入札してはならず、申請書を提出した者は、直ちに当該申請書の

取下げを行うこと。申請書を電子入札システムにより提出した場合であっても、

取下げの申請は書面により行うこと。

他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができないに

もかかわらず入札した場合においては、指名停止等の措置要領に基づく指名停止

を行うことがある。

③ 近隣地域内の工事実績（別記様式４）

近隣地域における施工実績（発注機関及び工種は問わない。）を記載する。

但し、施工規模は受注金額が概ね5,000万円以上の施工実績とし、１件記載する

こと。

なお、5,000万円以上の施工実績がない場合は、5,000万円未満の施工実績でも

差し支えないが、５００万円未満の実績は評価しない。

また、別記様式２に記載する施工実績と重複した記載でもよい。

④ 契約書の写し

①の同種の工事の施工実績として記載した工事に係る契約書の写し（表鑑で可）

を提出すること。但し、当該工事が、財団法人日本建設情報総合センターの「工

事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されている場合は、契約書の写しを

提出する必要はない。

⑤ 地域貢献度の実績

地域ボランティア等により、地域行政から感謝状を与えられた企業については、

その感謝状の写しを添付する。

⑥ 技術提案書の提出

４（５）に掲げる資格があることを判断できる安全管理の技術的事項に対する

所見を提案書（別記様式５）に記載すること。

⑦ 技術提案を適正と認めることにより、設計図書において施工方法等を指定しな

い部分の工事に関する建設業者の責任が軽減されるものではない。

⑧ 技術提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されて

いる状態となった場合、発注者は無償で使用できるものとする。但し、工業所有
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権等の排他的権利を有するものはこの限りではない。

⑨ 技術資料作成要領説明会については、原則として実施しない。

（４）技術提案に対する審査等

技術提案に対する審査及び評価は、当施設総合評価審査委員会において行う。

・着眼点：発注者の主旨の理解度、施工計画。

（５）技術資料作成説明会

技術資料作成要領説明会については、原則として実施しない。

（６）競争参加資格の確認は、申請書、資料及び提案書の提出期限の日をもって行うも

のとし、その結果は平成２５年９月１２日（木）までに電子入札システムで通知す

る。（但し、書面により提出した場合は、書面で通知する。）通知において、技術提

案による施工計画の提出者については、技術提案に基づく入札の可否についても併

せて通知する。この際、否とした場合には、理由を付して通知する。

（７）設計図書の交付期間、場所及び方法

① 期間：平成２５年９月１３日（金）の９時から１７時まで。

② 場所：６に同じ。

③ 交付に当たっては、実費を徴収するものとする。なお、配布は競争参加資格が

あることを確認された者を対象とし、支出負担行為担当官からの競争参加資格確

認通知書の写しを持参すること。

（８）競争参加資格確認資料のヒアリング

競争参加資格確認資料のヒアリングについては、原則として実施しない。

（９）その他

① 申請書、資料及び提案書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。

② 支出負担行為担当官は、提出された申請書、資料及び提案書を、競争参加資格

の確認以外に提出者に無断で使用しない。

③ 提出された申請書、資料及び提案書は、返却しない。

④ 提出期限以降における申請書、資料及び提案書の差し替え及び再提出は認めな

い。ただし、配置予定の技術者に関し、種々の状況からやむを得ないものとして

支出負担行為担当官が承認した場合においてはこの限りではない。

⑤ 申請書、資料及び提案書に関する問い合わせ先

６に同じ。

⑥ 電子入札システムにより申請書、資料及び提案書の提出をする場合は、配布さ

れた様式（ＦＤ）【Ｗｏｒｄ又は一太郎形式で保存】で作成を行うものとし、複数

の申請書類は１つのファイルにまとめ、ファイル要領は１ＭＢ以内で作成を行う。

契約書などの印がついているものは、スキャナーで読み込み本文に貼り付けるか

又はコピーを平成２５年９月９日（月）までに郵送する。

８ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

（１）競争参加資格がないと認められた者は、支出負担行為担当官に対して競争参加資

格がないと認めた理由、又は技術提案を適正と認めなかった理由について、次に従

い、書面（様式は自由）により説明を求めることができる。

① 提出期限：平成２５年９月２０日（金）１７時。
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② 提出場所：６に同じ。

③ 提出方法：電子入札システムにより提出すること。但し、書面を持参すること

により提出することもできるが、郵送又は電送（ファクシミリ）によるものは受

け付けない。

（２）支出負担行為担当官は、説明を求められたときは、平成２５年９月２４日（火）

までに説明を求めた者に対し電子入札システム（書面持参による説明要求の場合は、

紙）により回答する。

（３）支出負担行為担当官からの理由等の説明に不服がある者は、（２）の書面を受け取

った日から７日（休日を除く）以内に、書面により、厚生労働省医政局国立病院課

長に対し再苦情の申立てを行うことができる。再苦情申立てについては中央監視委

員会が審議を行う。

① 再苦情申立ての受付窓口及び受付時間：６に同じ。土曜日、日曜日及び祝日を

除く毎日、９時から１７時まで。

② 再苦情申立てに関する手続き等を示した書類等の入手先：６に同じ。

９ 総合評価落札方式に関する事項

（１）総合評価落札方式の仕組み

本工事の総合評価落札方式は以下の方法により落札者を決定する方式とする。

① 入札説明書に示された標準的な参加資格を満たしている場合に、標準点１００

点を付与する。

② ４（５）に関する提案（以下「技術提案」という。）や技術資料で示された実績

等により最高１５点の加算点を与える。

③ 得られる標準点と加算点の合計を当該入札者の入札価格で除して算出した評価

値を用いて落札者を決定する。

総合評価落札方式に関する詳述は、別添資料１「総合評価落札方式の内容」に

よるものとし、その概要を（２）以下に示す。

（２）評価項目

評価項目：以下に示す項目を評価項目とする。

（ア）上記４（５）に示す項目に対する提案（簡易な施工計画）に関する事項

施工計画の適切性、付与条件との整合、技術的裏付けなどにより評価

（イ）施工能力に関する事項

手持ち工事量により評価

（ウ）企業の技術力に関する事項

同種・類似工事の施工実績、工事成績、優良工事表彰、安全管理優良表彰、

その他表彰により評価

（エ）技術者の能力に関する事項

保有資格、同種・類似工事の実績、工事成績、優良工事技術者表彰により

評価

（オ）地域精通度・地域貢献度に関する事項

地域内での拠点の有無、近隣での実績、地域貢献の実績などにより評価

（カ）工事信頼度に関する事項
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不誠実な行為などにより評価

（３）入札の評価に関する基準

本工事の総合評価に関する加算点付与の考え方は別添資料１「総合評価落札方

式の内容」５に示す。

（４）落札者の決定

入札参加者の技術提案等による評価項目を評価し、

評価値＝｛（標準点＋加算点）／（入札価格）｝

の最も高い者を落札者とする。

① 入札参加者は、価格及び（３）「入札の評価に関する基準」に示す評価項目の提

案及び提案値をもって入札し、次の（ア）から（ウ）までの全ての要件に該当す

る者のうち、別添資料１によって算出された数値（以下「評価値」という。）の最

も高い者を落札者とする。但し、落札者となるべき者の入札価格によっては、そ

の者により当該契約の内容に適合した履行がなされない恐れがあって著しく不適

当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の定める最低

限の要求要件を全て満たして入札した者のうち、評価値の最も高い者を落札者と

することがある。

（ア）入札価格が予定価格の制限範囲内であること。

（イ）提案及び提案値が最低限の要求要件（標準値）を満たしていること。

（ウ）評価値が、標準点（１００点）を予定価格で除した数値（以下「基準評価

値」という。）に対して下回らないこと。

② ①において、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、該当者にくじを引か

せて落札者を決める。くじの実施方法等については、電子入札システムにて通知

する。

（５）履行の確認

提案書の技術的所見に記載された内容については、工事完了時に履行状況の検

査を行うものとし、受注者の責により入札時の評価内容が満足出来ない場合は、

工事成績評価点を減ずる措置を行う。

10 入札説明書に対する質問

（１）この入札説明書に対する質問がある場合においては、次に従い、書面(様式は自由)

により提出すること。

① 受領期間：平成２５年８月２７日（水）から平成２５年９月１８日（水）まで。

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時から１７

時まで。

② 提出場所：６に同じ。

③ 提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、書面を持参し、又

は郵送（書留郵便に限る。) することにより提出することもできる。電送（ファ

クシミリ）によるものは受け付けない。

（２）（１）の質問に対する回答書は、電子入札システムにより回答する。また、次のと

おり閲覧に供する。

① 期間：平成２５年９月１９日（木）から平成２５年９月２５日（水）までの土
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曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時から１７時まで。

② 場所：６に同じ。

11 入札及び開札の日時及び場所等

（１）入札は、電子入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場

合は紙により持参すること。

① 電子入札システムによる入札の締め切りは、平成２５年９月２６日（木）１２

時。（事前提出の場合は、土曜日、日曜日、祝日を除く９時から１７時まで。）

② 紙により持参する場合は、平成２５年９月２６日（木）１２時。

③ 郵便による入札は認めない。

開札は、平成２５年９月２７日（金）１０時

（２）場 所：国立療養所栗生楽泉園会議室において行う。

（３）その他：競争入札の執行に当たっては、競争参加資格があることが確認された旨

の通知書の写しを持参すること。ただし、電子入札の場合は、当該通知書は不要。

12 入札方法等

（１）入札書は電子入札システムを用いて提出すること。ただし、発注者の承諾を得た

場合は持参することもできる。郵送又は電送（ファクシミリ）による入札は認めな

い。

（２）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相

当する額を加算した金額(当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額)をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の

１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

（３）入札執行回数は、原則として２回を限度とする。

（４）電子入札システムで落札者がないときの随意契約（以下「不落随契」という。）に

移行する場合の意向確認は以下による。

① 見積書提出意思のある者は見積書の提出を行うこと。

② 見積書提出意思のない者は辞退届を必ず送信すること。

③ 何ら意思表示のない者は見積書提出意思のない者と見なす。

13 入札保証金及び契約保証金

（１）入札保証金 免除。

（２）契約保証金 免除。ただし、落札者は公共工事履行保証証券による保証（かし担

保保証特約を付したものに限る。）を付すものとする。この場合の保証金額は、請負

代金額の１０分の３以上とする。

14 工事内訳書の提出

（１） 第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した当該工事

費内訳書の提出を求める。

工事費内訳書の内容は、｢積算数量参考書｣を参考に工事種目及び各工事種目に対

応する科目別内訳書、細目別内訳書に摘要、単位、数量及び単価に対応する金額を

表示したもの（配布された様式）とする。

なお、｢積算数量参考書｣は予定価格の基となる工事費内訳書から単価及び金額等
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を削除するなど加工・編集を施したものを提供するものであり、工事請負契約書第

１条に定める設計図書ではなく、参考資料（参考数量）として取り扱うこととし、

請負契約上の権利、義務を生じさせるものではない。また、｢積算数量参考書｣に記

載されている数量そのものの差異等に係わる質問についは、入札説明書に対する質

問と区別し、差異の根拠となる数量を算出した過程を示す数量算出書等の根拠資料

等も合わせて提出すること。

（２）提出された工事費内訳書は返却しないものとする。

（３）入札参加者は、商号又は名称並びに住所、あて名及び工事名を記載し、記名及び

押印（電子入札システムにより工事費内訳書を提出する場合には押印は不要）を行

った工事費内訳書を提出しなければならず、契約担当官等が提出された工事費内訳

書について説明を求めることがある。また、工事費内訳書が未提出又は不備がある

場合は、原則として当該入札者の入札を無効とする。

15 開札

紙入札方式による場合は入札者又はその代理人は開札に立ち会わなければならな

い。入札者又はその代理人が開札に立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職

員を立ち会わせて開札を行う。

16 入札の無効

（１）本公告において示した競争参加資格のない者のした入札、申請書、資料及び提案

書に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効と

し、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消す。

なお、支出負担行為担当官により競争参加資格のある旨確認された者であっても、

開札の時において指名停止措置要領に基づく指名停止を受けている者、４に掲げる

資格のない者は､競争参加資格のない者に該当する。

（２）談合が認められた場合の入札は無効とし、落札の場合は取り消すことがある。

17 落札者の決定方法

落札者の決定は、競争参加資格の確認がなされた者の中で上記９（４）の評価方

法で決定するものとする。

なお、具体的には「総合評価落札方式の内容」（別添資料１）による。

18 配置予定技術者の確認

落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術者の専任制違反の事実

が確認された場合、契約を結ばないことがある。

なお、実際の工事にあたって請負者は、工事の継続性等において支障がないと認

められる場合において監督職員との協議により、主任技術者及び監理技術者（以下

「技術者」という。）を変更できるものとする。

イ）病休、退職、死亡、その他の事由等の場合。

ロ）工場製作と現場施工を同一工事で行う場合で交代しても支障がないと認められ

る場合。

ハ）工事の進捗状況等現場の施工実態、施工体制等を考慮して途中交代しても支障

がないと認められる場合。

ニ）上記ハ）において途中交代を認める際の現場対応・
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・交代後の技術者に求める資格及び工事経験は、交代日以降の工事内容に相応し

た資格及び工事経験で、契約関係図書に示す事項を満たすものとする。

・技術者の交代に際し、継続的な業務が遂行できるよう、新旧の技術者を７日以

上の間重複配置することを求め、適切な引継を確保するものとする。

・工事期間内においては、１年間に２回程度を超えない範囲で認めるものとする。

19 契約書作成の要否等

別冊契約書案により、契約書を作成するものとする。

20 支払条件

前払金……請負代金の４０％以内

完成払

22 火災保険付保の要否 要。

23 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方との随

意契約により締結する予定の有無 無。

24 苦情申立て

本手続きにおける競争参加資格の確認その他の手続きに関し、支出負担行為担当官

に対して苦情を申立てることができる。

25 関連情報を入手するための照会窓口

６に同じ。

26 その他

（１）契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

（２）入札参加者は、別冊競争契約入札心得及び契約書案を熟読し、競争契約入札心得

を遵守すること。

（３）申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止措置要領に基づく

指名停止を行うことがある。

（４）落札者は、７の資料に記載した配置予定の技術者を当該工事の現場に配置するこ

と。

（５）電子入札システムのホームページアドレスは下記のとおりとする。

ホームページアドレス http://www.ebid.mhlw.go.jp/

（６）電子入札システムは土曜日、日曜日、祝日及び１２月２９日～１月３日を除く毎

日、９時から１７時まで稼働している。また、稼働時間内でシステムをやむを得ず

停止する場合、稼働時間を延長する場合は、電子入札システムホームページの「お

知らせ」で公開する。

（７）システムの操作マニュアルは、電子入札システムホームページの「操作マニュア

ル」を参照すること。

（８）障害発生時及び電子入札システム操作等の問い合わせ先は下記のとおりとする。

・システム操作・接続確認等の問い合わせ先

電子入札システムヘルプデスク ＴＥＬ０３－５４３７－０７３２

但し、申請書類、応札等の締め切り時間が切迫しているなど緊急を要する場合は、

６へ連絡すること。

（９）入札参加希望者が電子入札システムで書類を送信した場合には、下記に示す通知、
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通知書及び受付票を送信者に発行するので、必ず確認を行うこと。この確認を怠っ

た場合には、以後の入札手続に参加出来なくなる等の不利益な取扱いを受ける場合

がある。

競争参加資格確認申請書受信確認通知（電子入札システムから自動発行）

競争参加資格確認申請書受付票

競争参加資格確認通知書

辞退届受付票

日時変更通知書

入札書受信確認（電子入札システムから自動発行）

入札書受付票

入札締切通知書

再入札通知書

再入札書受信確認（電子入札システムから自動発行）

落札者決定通知書

決定通知書

保留通知書

取止め通知書

(10) 第１回目の入札が不調となった場合、再度入札に移行する。再度入札の日時につ

いては、電子入札、紙により持参が混在する場合があるため、発注者から指示する。

開札時間から３０～４０分後には発注者から再入札通知書を送信するので、パソコ

ンの前で暫く待機すること。処理に時間を要し、予定時間を超えるようであれば、

発注者から連絡する。

(11) その他詳細不明の点についての照会先

６に同じ。



（別記様式１） 

（注） 契約担当官等の承諾を得て紙入札方式とする場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所・

氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金（４３０円）の切手をはった長3号封筒を申

請書と併せて提出してください。 
 

 
競争参加資格確認申請書 

平成  年  月  日 
 

殿 
 

住    所 
商号又は氏名 
代表者氏名 
 

平成25年7月29日付けで広告のありました国立療養所栗生楽泉園不自由者棟改修整備その他 
工事係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。 
なお、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令１６５号）第７０条の規定に該当する者でないこと

及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。 

 
記 

１ 入札説明書７（３）①に定める施工実績を記載した書面 
２ 入札説明書７（３）②に定める配置予定の技術者の資格等を記載した書面 
３ 入札説明書７（３）③に定める宮城県内の工事実績を記載した書面 
４ 入札説明書７（３）④に定める契約書の写し［契約書の写しの提出を求める場合のみ］ 
５ 入札説明書７（３）⑤に定める地域貢献度の実績として感謝状の写し（ある場合のみ） 
６ 入札説明書７（３）⑥に定める技術提案書を記載した書面 

 



（別記様式2） 

同種工事の施工実績（全国の実績） 

会社名：○○○○○株式会社 
・同種工事・・・・ （ア）建物用途 病院、宿泊施設を有する福祉施設の新築、増築、改修工事 

（イ）建物規模 延べ面積２００㎡以上 
（ウ）工事種目 建築一式 

 
詳細は入札説明書の「４．競争参加資格」による。 

 

工

事

名

称

等 

工 事 名 称  
発 注 機 関 名  
施 工 場 所 （都道府県・市町村名） 
契 約 金 額  
工     期 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

受 注 形 態 等 

単体で受注した場合は、単体と記載し、共同企業体で受注した場合は、共同企業

体名とその構成員名を記載すること。さらに共同企業体の場合で、特定または経常

の甲型の場合は出資比率（％）を、特定または経常の乙型の場合は分担施工金額（百

万円）も記載すること。 

工

事

概

要 

建 物 用 途  
構 造 ・ 階 数  
建 物 規 模 延べ面積： 
工 事 種 目  

  
  

CORINSへの登録 有（                  ） ・ 無 
 
注1）必ず公告において明示した資格があることを確認できる内容を記載すること。 
 
注２）ＣＯＲＩＮＳへの登録について、いずれかに○を付す。有に○を付した場合は登録番号を記載すること。無に○を付

した場合は契約書の写し及び図面等を添付すること。類似施設の場合は、当該部分が解る色分けした図面及び面積表

を添付すること。 
 
注３）地域貢献度の実績平成○年度以降に災害復旧等で、当局の事務所から感謝状を与えられた企業（表彰企

業は除く）、又は、地域ボランティア等により地域行政から感謝状を与えられた企業については、その

感謝状の写しを添付すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別記様式3） 

監理技術者等の資格・工事経験 
会社名：○○○○○株式会社 

配置予定技術者の 
従事役職・氏名 

 
法令による資格・免許 

 

監理技術者・○○ ○○（フリガナを記載） 
 
1級建築施工管理技士 00年00月取得（登録番号：0000） 
（指定建設業）監理技術者資格者証 00年00月当初交付 
（現在の交付番号：0000） 

工

事

名

称

等 

工 事 名 称  
発 注 機 関 名  
施 工 場 所 （都道府県・市町村名） 
契 約 金 額  
工     期 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 
従 事 役 職 現場代理人、主任技術者、監理技術者等 

工 事 内 容 

・建物用途 
・建物規模                      同種工事が確認できる内容 
・階数                        を記載のこと。 
・工事種目 

CORINSへの登録 有（                  ） ・ 無 
 工 事 名 称  

発 注 機 関 名  
工     期  
従 事 役 職  

本工事と重複する 
場合の対応措置 

 
 
 
 

CORINSへの登録 有（                  ） ・ 無 
優良技術者表彰の有無 有（                  ） ・ 無 

注 1：ＣＯＲＩＮＳへの登録について、いずれかに○を付す。有に○を付した場合は登録番号を記載すること。無に○を付

した場合は契約書の写し及び図面等を添付すること。類似施設の場合は、当該部分が解る色分けした図面及び面積表

を添付すること。 
注２：監理技術者にあっては、監理技術者資格者証の写し（表裏とも）、監理技術者講習終了証の写し（表のみ）及び 1 級

管工事施工技術検定試験の合格証明書の写しを添付すること。ただし、平成16年2月29日以前に交付を受けたもの

については監理技術者講習終了証の写しを除くものとする。 
また、監理技術者資格者証により直接的かつ恒常的な雇用関係が明確に判断出来ない場合には、健康保険被保険者証

等の写しを添付すること。 
注３：主任技術者の場合は、資格・免許等確認できる書類の写しを添付すること。 
 
 
 
 
 

申
請
時
に
お
け
る
他
工
事
の
従
事

状
況 



（別記様式4） 

近隣地域内（○○、○○、○○県内）の工事の施工実績 
（発注機関及び工種は問わない） 

会社名：○○○○○株式会社 

工

事

名

称

等 

工 事 名 称  
発 注 機 関 名  
施 工 場 所 （都道府県・市町村名） 
契 約 金 額  
工     期 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

受 注 形 態 等 

単体で受注した場合は、単体と記載し、共同企業体で受注した場合は、共同企業

体名とその構成員名を記載すること。さらに共同企業体の場合で、特定または経常

の甲型の場合は出資比率（％）を、特定または経常の乙型の場合は分担施工金額（百

万円）も記載すること。 

工

事

概

要 

用     途  
構 造 ・ 階 数  
建 物 規 模 延べ面積： 

  
  
  

CORINSへの登録 有（                  ） ・ 無 
 
注1：様式－1に記載する施工実績と重複してもよい。 
 
注2：ＣＯＲＩＮＳへの登録について、いずれかに○を付す。有に○を付した場合は登録番号を記載すること。無に○を付

した場合は契約書の写し及び図面等を添付すること。類似施設の場合は、当該部分が解る色分けした図面及び面積表

を添付すること。 
 
 



工事名 ： 国立療養所栗生楽泉園不自由者棟改修整備その他工事
会社名 ：

項　　目 具　　体　　的　　な　　施　　行　　計　　画

  隣接した建物間で
の施工にあたり、安
全の確保に関する
施工計画を提案する

（３）その他の安全確保

（１）資機材の搬入に関する安全確保

（２）作業エリア及び入所者の生活空間に関する安全確保

(別記様式５）

技　術　提　案　書　（簡　易　型）
安全管理（資機材搬入など）に対する技術的所見

本工事は、不自由者棟の改修整備、道路融雪整備、屋上防水改修整備、看護師
宿舎改修整備を行う工事である。
本工事は、これらの工事を同時進行で行う工事であるとともに隣接した区域には
整備済の建物があり、入所者が多数居住している。特に今回は、工事現場が点
在しているので、施工上最大限に配慮すべき建物工事の安全管理に関する施工
計画について提案を求めるものである。

対　象



（別添資料１）

総合評価落札方式の内容

１．総合評価落札方式（簡易型）の考え方
総合評価落札方式（簡易型）は、各評価項目毎の評価内容に係る点数評価方法であり、５．加算

点の付与の考え方により点数を付与する方式である。

２．総合評価の仕組み
① 総合評価の仕組み
総合評価の仕組みを以下に示す。

基準評価値 ＝ 標準点（１００点）／予定価格
評 価 値 ＝（標準点＋加算点）／入札価格

予定価格 ＝ 標準案に対する工事費
入札価格 ＝ 技術提案内容等に対する見積工事費

② 落札者の決定方法
以下の条件を満たし、評価値が最も高い者を落札者とする。
ａ．入札価格≦予定価格
ｂ．最低限の要求要件（標準案の条件）を満たすこと（標準点以上）
ｃ．評価値≧基準評価値
＊ 条件を満たし、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、該当者にくじを引かせて落札
者を決定する。

３．評価項目及び評価指標
①技術提案 ： 施工計画のうち、次の提案について評価する。

＊安全管理（資機材搬入など）に対する技術的所見
②入札に参加しようとする者の技術力に関する事項

同種・類似工事の施工実績、工事成績により評価
③配置予定技術者の能力に関する事項

同種・類似工事の実績により評価
④入札に参加しようとする者の信頼度・社会性に関する事項

地域内での拠点の有無、近隣での実績、地域貢献の実績などにより評価

☆
★

★

★

★

★

★
★
★

●

予定価格

入札価格

提案書の入札価格

基準評価値

評価値

標準点（標準案）に対する価格

標準点＝１００点

標準点＋加算点＝１１５点

☆ ： 落札者

★ ： 非落札者（落札条件を満たすが他と比べ評価値が低い者）

● ： 非落札者（予定価格以上）



４．標準点及び加算点
①標準点 : 発注者が求める条件（標準案）を満たしていれば、標準点として100点を付与する。
②加算点 : ５．加算点の付与の考え方に応じて付与する点数とする。

５．加算点の付与
入札参加者に対する加算点付与の考え方は以下の通りとする。

６．落札者の決定
評価値及び落札者の決定（入札参加者が10社の場合の例）

入札者 標準点
加算点
合計

点数
合計
(a)

入札価格
(b)

(億円)

評価値
(a/b)

評価順位
(落札者)

① 100 15 115 1.7000 67.6470   ☆　    　1

② 100 10 110 1.7500 62.8571 4

③ 100 10 110 1.8500 59.4594 6

④ 100 0 100 1.5500 64.5161 3

⑤ 100 15 115 1.9500 58.9743 7

⑥ 100 0 100 1.7500 57.1428 8

⑦ 100 10 110 1.6500 66.6666 2

⑧ 100 15 115 1.9000 60.5263 5

⑨ 100 10 110 2.0500 - 　注１　　-

⑩ 100 0 100 2.2000 - 　注１　　-

・注１：予定価格を超過

・☆：落札者

・予定価格＝2.0(億円)

・加算点、評価値については、少数第５位切り捨て

　加算点
（下記に示
す点数の範
囲で付与す
る)

15

12

施工の確
実性

施工計画

企業の技術力

技術者の能力

同種工事の施工実績

安全管理（貸機材搬入など）に対する技術的所見

3

簡易な
施工計画

工事成績

同種工事の実績

工事信頼度

合計加算点の最大値

災害協定等による地域貢献の実績やボランティア活動による
地域貢献の実績

別添資料２参照

評価項目及び指標

地域内での拠点の有無
企業の
信頼性，
社会性

地域精通度
地域貢献度

近隣地域での施工実績



（別添資料２）

工事信頼度等の評価について

１．事故等による安全対策について、口頭注意後２週間は－１点、文書注意後２週間は－２点評価

とする。

２．贈賄等による指名停止の有無を評価し、営業停止又は指名停止期間処置後の３～６ヶ月、文書

注意後２ヶ月､口頭注意後１ヶ月の期間については－２点評価とする。



（様式－６） 

工事信頼度について 

 

 平成２３年５月以降における下記事項について記載すること。 

 

１．事故等による安全対策の有無   ・有  ・無 

    １）口頭注意年月日 

 

  ２）文書注意年月日（写添付） 

 

 

２．談合、贈賄等による指名停止の有無   ・有  ・無 

    １）営業停止又は指名停止年月日（写添付） 

 

 

  ２）文書注意年月日（写添付） 

 

 

  ３）口頭注意年月日 

 

 

３．工事施工について 

  １）入札説明書20．①に該当する事実の有無（写添付）   ・有   ・無 

 

 

  ２）入札説明書20．②に該当する事実の有無（写添付）   ・有   ・無 

 

 

  ３）入札説明書20．③に該当する事実の有無（写添付）   ・有   ・無 



別紙－１  

 

入   札   書  

 

 

 

￥                    －  

 

 

件 名：                    工事 

 

  上記のとおり、入札説明書及び仕様書等を承諾の上、入札します。  

 

 

   平成   年    月    日  

 

 

                         住   所  

 

                         商   号  

 

                         代  表  者                 印  

 

 

                         代  理  人                             印  

 

 

    支出負担行為担当官  

  国立療養所栗生楽泉園事務部長 石川 武志 殿  



別紙－２  

 

委   任   状  

 

 

 

   （住所）                      

 

 

 私は、（氏名）                                   印  を代理人と

定め  

 

 

下記事項の入札及び見積りに関する一切の権限を委任します。  

 

 

記  

 

 

(委任事項)       工事 

 

 

  平成   年    月    日  

 

 

                           住  所  

 

                           商  号  

 

                           代表者                             印  

 

 

    支出負担行為担当官  

 国立療養所栗生楽泉園事務部長 石川 武志 殿  



別紙－３  

 

 

平成  年   月   日  

 

 

  支出負担行為担当官  

  国立療養所栗生楽泉園事務部長 石川 武志 殿  

 

 

                                      住     所   ○○県○○市○○  

                                      商号又は名称  ○○ 株式会社  

                                      代表者氏名                  印  

 

 

電子入札案件の紙入札方式での参加について  

 

 

 貴部局発注の下記入札案件について、電子入札システムを利用して入札に参

加できないので、紙入札方式での参加をいたします。  

 

 

 

記  

 

 

 １  入札案件名                             工事 

 

 ２  電子入札システムでの参加ができない理由  

  （記入例）  

   ・認証カードの申請中だが、手続きが遅れているため  



別紙－４  

 

 

平成  年   月   日  

 

 

  支出負担行為担当官  

 国立療養所栗生楽泉園事務部長 石川 武志   殿  

 

 

                                      住     所   ○○県○○市○○  

 

                                      商号又は名称  ○○ 株式会社  

 

                                      代表者氏名                   印  

 

 

競争参加資格確認関係書類の紙による提出について  

 

 

 平成 年  月  日開札の「   整備工事」に係る競争参加資格確認関係書類

については、平成  年   月   日紙媒体により提出いたします。 

  



別紙－５  

 

競争参加資格確認関係書類  

 

 

１  厚生労働省大臣官房会計課長から通知された資格審査結果通知書（全省庁統

一資格）の写 

 

 

２ 競争参加資格確認資料（別紙様式１～６） 

 

 

３ その他参考資料 会社履歴書又はこれに類する書類 

 

 

※  提出部数    各１部 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



入  札  心  得 

          

 国立療養所栗生楽泉園が行う競争入札に参加しようとする者は、この入札心得を承諾

の上、参加すること。 

 

（入札方法） 

１ 入札の方法は次により行うこと。 

（１）入札は、入札説明書で定められた入札書により行うこと。  

（２）入札書に記載する住所、商号及び氏名並びに入札書に押す印鑑は、入札者があら

かじめ届け出たものを用いること。 

（３）入札書の受領期限に遅れた入札は一切認めない。 

（４）入札保証金の納付又は代納担保の提供を入札条件としている場合に、所定の日時

までに、納付又は提供の確認ができない場合は、入札書を受理しない。 

（入札の無効） 

２ 次の各号に掲げる入札は、無効とする。 

（１）入札書に記名押印がされていない入札 

（２）入札金額を訂正した入札 

（３）金額の数字等が不明瞭な入札 

（４）入札書に単価、数量及び総価を記載することを求めた場合の入札書に計算誤りが

ある入札 

（５）前各号のほか、 

・入札の公告若しくは通知、当該入札心得又は係官が指示した事項に違反した入札 

・競争参加資格等確認関係書類提出時に誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、

若しくは誓約書に反することとなったとき 

（落札者の決定） 

３ 予定価格の範囲以内で有効な入札を行った者のうち、最低の価格（物件の売払につ

いては、最高の価格）の入札者を落札者とする。（総合評価落札方式については、総

合評価点の最も優れている者） 

 ただし、予定価格が１,０００万円を超える工事又は製造その他の請負契約におい

ては、法令の定めるところにより最低価格の申込者を落札者としないことがある。 

（再度入札） 

４ 開札の場合に予定価格の制限に達した入札がないときは、直ちに同一条件で再度の

入札をさせることがある。この場合の入札参加者は、初度の入札に参加した者に限る。 

（違約金等） 

５ 落札した者が契約を締結しない場合、入札保証金を納めているときはそれが国庫に

帰属し、入札保証金を納めていないときは入札金額の１００分の５に相当する金額を

違約金として納めなければならない。 



工 事 概 要

施設名 国立療養所栗生楽泉園

１．不自由者棟改修整備

概 要 第１不自由者棟５号棟西の居室１０室を個室５室に改修する。また、屋

根の更新及び床暖房の整備を行うとともに、太陽光発電設備を設置する。

改修面積 ３７６㎡（ＲＣ－１Ｆ）

２．屋上防水等改修整備

概 要 屋根及び屋上防水の老朽化に伴い、屋根塗装及び防水改修を行う。

第１不自由者棟 屋根塗装 ５,４２０㎡

機能訓練棟 屋根塗装 ７６２㎡

治療棟 アスファルト防水更新 １,２９６㎡

屋内訓練棟 屋根塗装 ８５５㎡

面会人宿泊棟 屋根塗装 ４５０㎡

浴場棟 屋根塗装 １０９㎡

事務本館 アスファルト防水更新 ４４２㎡

サービス棟 アスファルト防水更新 ６６５㎡

受電棟 アスファルト防水更新 １７３㎡

福祉棟 アスファルト防水更新 ５６８㎡

職員更衣棟 アスファルト防水更新 ８１８㎡

福祉センター棟 シート防水更新 ７０３㎡

霊安解剖棟 シート防水更新 １０６㎡

給食棟 アスファルト防水更新 ６８７㎡

ボイラー棟： アスファルト防水更新 ３０６㎡

３ 道路融雪整備（上地区通3本）

概 要 入所者の居住区域にあたる上地区の道路３箇所に融雪設備を設置し歩行

者の安全確保を図る。

４ 職員宿舎改修整備

概 要 看護師宿舎（１０３号棟）の内部改修（ユニットバス設置、内装仕上改

修）及び外部改修（屋上防水改修、外断熱設置）を行う。

改修面積 ２９８㎡（ＲＣ－３Ｆ）
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※蒸気コンベクター式暖房を温水式床暖房に改修

※最大６０ｍｍの床段差をバリアフリー化

※屋根葺き替え及びスラブ面断熱施工

※内装仕上げ及び木下地等全て解体撤去、再仕上げ

※屋根面に太陽光発電パネルを設置
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屋上防水改修

外断熱新設

サッシ更新（断熱サッシ）

洗濯室にユニットバス設置

床、壁、天井仕上げ改修

上記工事に伴う電気設備、機械設備工事一式
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